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Spatial and temporal characteristic of the early afterslip following the

2011 Tohoku-Oki earthquake deduced from onshore and offshore

geodetic data

 
Putra MAULIDA1, *Yusaku OHTA1, Ryota HINO1, Takeshi IINUMA2, Ryoichiro AGATA2

 
1. RCPEVE, Graduate School of Science, Tohoku University, 2. JAMSTEC

 
The Tohoku-Oki earthquake (Mw 9.0) struck northeast Japan on March 11, 2011. A dense onshore

geodetic network in tandem with seafloor geodetic observations captured large coseismic and

postseismic deformation. An understanding of the spatial and temporal evolution of the early afterslip,

beginning immediately after such a massive interplate earthquake, is essential to understanding the

frictional properties of the plate boundary. On this basis, we investigated the spatial and temporal

evolution of the early afterslip following the 2011 Tohoku-Oki earthquake using on- and offshore geodetic

data. To identify the distribution of early afterslip, we utilized geodetic observations from onshore Global

Navigation Satellite System (GNSS) and Ocean Bottom Pressure gauge (OBP) sites to quantify postseismic

deformation. We adopted the kinematic GNSS analysis to obtain a higher temporal resolution. We applied

the common-mode error analysis and principal component analysis to improve the signal-to-noise ratio of

the kinematic GNSS time series. To estimate early afterslip distribution, we utilized L1-norm regularization,

which is characterized by regularization without smoothing. The main area of the estimated early afterslip

was located off the shores of Iwate, Miyagi, Fukushima, and Ibaraki at a depth of 30–60 km. The slip was

narrow along the dip direction with an along-strike variation. Several fault patches were estimated to

occur offshore. These were estimated to explain the subsidence at the OBP sites. We examined the spatial

relationship between the early afterslip with the down-dip limit of the interplate earthquakes and the

distribution of the aftershocks. The estimated early afterslip distribution was consistent with the down-dip

limit of the interplate earthquakes off Miyagi and Iwate. Several cross-sections along the strike direction

clearly showed the different characteristics and locations of the afterslip and aftershock activities. For

example, off Miyagi and Iwate, the location of afterslip tended to be in the up-dip portion of the larger

afterslip area. In contrast, off Fukushima, the distribution of aftershocks was in the down-dip of the larger

afterslip area. This discrepancy is attributed to along arc-variation with different structural characteristics.

Based on the temporal evolution of afterslip, we emphasized the relationship between early afterslip

evolution and the number of aftershocks. Aftershock–afterslip temporal evolution is consistent in almost

every region, although the regions off Iwate and Miyagi showed a lack of aftershocks 30 hours after the

mainshock, in contrast with the estimated early afterslip.
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Spatio-temporal evolution of the slow slip event in Kumano-nada

occurred during December 2020 to January 2021

 
*Takeshi Iinuma1, Eiichiro Araki1, Ryoichiro Agata1, Yojiro Yamamoto1, Toshinori Kimura1, Yuya

Machida1, Keisuke Ariyoshi1, Tsuyoshi Ichimura2, Takane Hori1, Syuichi Kodaira1

 
1. Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology (JAMSTEC), 2. Earthquake Research Institute, The

University of Tokyo

 
１．はじめに 

2020年12月から2021年1月にかけて、紀伊半島南東沖のプレート境界においてスロースリップイベントが発

生した。南海トラフからフィリピン海プレートが沈み込むこの領域においては、直上の海底では

DONET（Dense Oceanfloor Network system for Earthquake and Tsunamis、地震・津波観測監視システ

ム）が運用されるとともに、IODP（International Ocean Discovery Program、国際深海科学掘削計画）の一

部として構築された、LTBMS（Long-Term Borehole Monitoring System、長期孔内観測システム）に

よって、地震及び地殻変動の観測が行われている。LTBMSの備える間隙水圧計や地震計により、陸上の観測で

は十分に検出できなかった、南海トラフ近傍のプレート境界浅部で発生するスロースリップイベントが捉えら

れるようになってきており、今回のイベントに際しては、3つの孔内観測点（C0002、C0006及びC0010にお

ける間隙水圧変化や傾斜変動が観測された。さらに、同海域に設置された別の傾斜計（BMS1）やDONETの海

底水圧計によっても、スロースリップイベントによると考えられる地殻変動が記録されている。本講演で

は、これらのデータを用いて、プレート境界面におけるすべり分布の時空間発展を推定した結果について紹介

する。 

 

２．解析手法 

海底地殻変動データをもとにスロースリップイベントの時空間発展を把握するためには、プレート境界でのす

べりと海底面及び海底下における地殻変動を結びつけるグリーン関数が必要である。今回の解析対象のよう

に、変動源であるプレート境界と観測点との距離が近く、また、構造的な不均質が著しい場合には、それらの

影響を正しく取り込んだグリーン関数を用いることが、精確なすべり分布の推定には不可欠である。さら

に、特に傾斜変動には海底地形の効果も大きく表れると考えられるため、これらの情報を取り込んだ有限要素

法モデルを構築して、プレート境界に配置した単位すべりによる各観測点での応答を計算し、これをグリーン

関数として用いて解析を実施することとした。 解析には、3か所（C0006、C0010及びBMS1）での傾斜観測

データ、LTBMS3点（C0002、C0006及びC0010）での間隙水圧観測データ、並びに、11点のDONET観測点

での海底水圧データを用いた。海底水圧データに関しては、複数観測点からなるノードごとに基準点を選定

し、それ以外の観測点の水圧データと基準点の水圧データとの差分をとることで、相対的な上下変位を見

積ったうえで解析に使用した。観測期間全体を、観測データに見られる特徴によって9つの区間に分割し、そ

れぞれの区間における傾斜・ひずみ・変位速度データをもとに、すべり速度の分布を推定した。 すべりの空間

分布及び時間変化が滑らかになるように拘束をかけ、重みをABICによって最適化する逆解析手法を用いてすべ

りの時空間発展を推定したが、観測項目ごと及び観測点ごとのデータの重みづけなどに任意性が残ること、ま

た、正断層型のすべりが顕著に求まることなどから、逆解析によって得られた結果を1次的なものとし、同時

期に発生していた超低周波地震の震源分布も参考にしつつ順解析を2次的に実施して、最終的なすべり分布を

得た。 

 

３．結果 

推定されたすべり分布からは、プレート境界の深い側から始まったスロースリップイベントが、深い側でのす

べりを継続的に発生させつつ領域を浅い側へと広げ、南海トラフごく近傍（もしくは海底にまで）すべりが到

達した様子が見て取れる。また、トラフ軸近傍にすべりが到達したのちも、同領域では2週間程度にわたって

すべりが継続していたと考えられることも分かった。 今後、プレート境界面以外でのすべりの可能性や、グ
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リーン関数を計算するためのプレート境界面上のノード位置の影響等について検討し、得られた最終的な結果

に基づいて発表を行う見込みである。
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Seafloor crustal deformation off the east coast of Izu-Oshima volcano

using the Long-Term Ocean Bottom Pressure Recorder

 
*Yuya MACHIDA1, Shuhei Nishida1, Hiroyuki Matsumoto1, Eiichiro Araki1

 
1. JAMSTEC

 
海底における長期精密圧力計測は地震火山活動に伴う長期的な地殻変動の検知や、気象・海象などの長期的変

動などの地球物理的な知見を得るために重要である。海洋研究開発機構では、伊豆大島直下にあるとされるマ

グマ溜まりへのマグマの供給プロセスを捉えることを目的とし、長期海底設置用水圧計（LT-OBPR:

Long-Term Ocean Bottom Pressure Recorder）の開発を行い、2021年7月に伊豆大島東方沖に設置、観測を

開始した。  

 

1. はじめに 

伊豆大島火山は観測体制が整備された火山の１つであり、これまで1968年の噴火時を含めて地震活動や火山

活動が詳細に捉えられてきた。特にGNSS観測網が整備されて以降、カルデラより深さ4-5 km程度にある圧力

源（マグマ溜まり）が2-3年の周期で伸縮/膨張を繰り返していること（例えば地震研、第148回火山噴火予知

連絡会）、それより深い約7 kmの位置に別の圧力変動源があることなどがわかっている（気象研技術報告

69号）。また伊豆大島の南東沖5 km、深さ30 km~には深部低周波地震が発生しており、深部低周波地震の活

発化と山体の膨張（歪変化）が同期するなど、より深部からのマグマの供給・蓄積プロセスが示唆されている

（渡辺2012）。しかしながら伊豆大島火山の地殻変動を捉えるための観測網は島内にあり、特に深さ30km程

度で示唆されている深部の圧力源の位置、深さを推定するのは難しい。そこで伊豆大島周辺海域において長期

水圧観測を行い、深さ数kmにあるとされる浅部マグマ溜まりを圧力源ととする長期的な地殻変動、さらにより

深部を圧力源とする変動を捉え、そのマグマ供給・蓄積過程を明らかにすることを目的として伊豆大島におけ

る長期精密水圧計測を開始した。さらに伊豆大島の南東沖は1968年の噴火時に大きな地殻変動が見られたと

されている領域であり、伊豆大島における火山発生のプロセスにおいてこの領域での長期的な地殻変動を捉え

この意義は大きい。そこでLT-OBPRを基点とて地殻変動が大きく見られるとされる領域に測線を設定し、その

測線上に基準マーカーを3点設置し、その基準マーカーの水準を計測することで測線上における長期的な地殻

変動を捉える試みを行う。 

 

2. 長期海底設置用水圧計 

長期水圧計測システムは南海トラフに設置されている地震・津波観測監視システム（DONET）や日本海溝海

底地震津波観測網（S-net）などで代表されるオンライン型の水圧計が多く展開されているが、伊豆大島周辺海

域にはネットワーク観測網が展開されていないためオフライン型とした。このためLT-OBPRは低消費電力型で

5年間の連続観測ができるようにした。LT-OBPRは直径650mmのチタン合金で作られた耐圧容器内に計測ロ

ガー、バッテリーを組み込み、外側に圧力センサー、データ回収を行うための水中着脱コネクタ、浮力を調整

するための錘が取り付けられている。LT-OBPRで使用する圧力センサーはParoscientific社の

8B7000-2-005（周波数出力タイプ）を用い、実験室にて現場を模擬した環境（低温、高圧下）における長期

ドリフト評価、および圧力ヒステリシス試験を実施した。また圧力センサーの基準周波数源として内部のク

ロックを使用し、内部クロックと原子時計（Microsemi社、CSAC SA.45s）を定期的に比較校正することで計

測する圧力の精度を保証する仕様とした。  

 

3. 設置、および今後の計画 

LT-OBPRは2021年7月に実施されたKR21-08航海において伊豆大島東方沖、カルデラよりおよそ10 kmの位置

に設置した。安定した計測を実施できるため比較的傾斜の緩い領域を選定した。設置はR/Vかいれいの観測ウ

インチを用いて海底面より数10mの位置まで降ろし、切り離しを行って自由落下により設置を行った。その

後、ROV「かいこう」にてLT-OBPRの位置調整を行い、計測開始とした。今後は1年間隔程度で連続データの
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回収を行うとともに、水晶水圧計に見られる年間数hPa程度 (1 hPa = 1 cm) の機器的なドリフトを取り除くた

め、校正用水圧計（Machida et al., 2020）による校正を行うことを計画している。さらに基準マーカーも定

期的に校正装置を用いて圧力の値付けを行い、LT-OBPRとの水準差を定期的に計測することを計画している。
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Application of a method for detections of slow slip events in Nankai

region using ocean bottom pressure recorded by the Dense

Oceanfloor Network system for Earthquakes and Tsunamis (DONET)

 
*Tomohiro Inoue1, Yoshihiro Ito2, Tatsuya Kubota3, Katsuhiko Shiomi3, Kazuaki Ohta3

 
1. Division of earth and planetary sciences, Graduate school of science, Kyoto University, 2. Disaster Prevention

Research Institute, Kyoto University, 3. National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience

 
海底圧力計(以降、OBP)は、スロースリップ(以降、SSE)に伴う海底の上下地殻変動をGNSS-A（GNSS音響結

合方式）に比べ、時空間的に高解像度で連続的に観測可能な機器である。しかしながら、OBPにはスロース

リップによる地殻変動に加えて、海洋起源の圧力変動が地殻変動と同程度またはそれ以上の振幅で記録され

る。また、長周期潮汐や海洋変動に伴う非潮汐変動の成分のいくつかは、その変動周期がSSEの継続期間と近

い。このため、SSEに伴う海底地殻変動の検出に際して、海洋起源の圧力変動の適切な除去が必要となる。  

OBPから海洋起源の圧力変動を取り除く方法として、これまでに主に二つの手法（(i)単独観測点手法。(ii)複数

観測点手法）が提案されている。(i)では、個々の観測点の時系列に対して海洋物理モデルを適用することで海

洋起源の圧力変動（以降、非潮汐変動）を除去する（例えばMuramoto et al., 2019）。(ii)では、観測網内の

非潮汐変動がコモンモードとして共通に観測されると仮定して、２つの観測点における時系列を差し引くこと

で相対変動を得る手法である（例えばIto et al., 2013; Wallace et al., 2016）。これまで観測点間の距離の増

加に伴い、2点間の非潮汐変動の相関が低下すると考えられていた。最近、等水深に設置された観測点間で非

潮汐変動の相関が高く、同等の水深に設置された観測点間の時系列記録について差を取ることで非潮汐変動を

効率よく低減できることが指摘された (カスカディア: Fredrickson et al., 2019; ヒクランギ: Inoue et al.,

2021)。 

　本発表では、潮岬―室戸岬沖に設置されているDONET２観測網によって観測される海底圧力記録を使用

し、主に２つの内容について報告する。１）同海域における非潮汐変動の水深依存性と距離依存性。２）先行

研究においてGNSS-Aによって検出されたSSE(2017.2–2018.4年, Yokota & Ishikawa, 2020)に対し

て、Nishimura et al. (2013)で使用されているΔAICを用いたSSE検出手法のOBPへの適用可能性。  

海底圧力記録の事前処理について述べる。始めに、生データを平均化することにより１時間値を得る。次

に、ローパスフィルターを適用し、２日未満の周期を持つ短周期潮汐、機器ドリフト及び年周半年周成分をそ

れぞれ除去した後、日平均値を１時間値から求めた。 １）について、得られた時系列のうち欠測がない期間

(2017年5月から2017年8月まで)について、全ての組み合わせの観測点ペアについて差分圧力時系列記録を得

た。明瞭なSSEが含まれない期間において、差分時系列記録の平均値と標準偏差を求め、観測点ペア毎に得ら

れる標準偏差をその水深差及び距離で比較することで、非潮汐変動の水深依存性と距離依存性を調べた。  

結果、潮岬―室戸岬沖において観測される非潮汐変動は、強い水深差依存を示すことがわかった。全ての観測

点ペアの水深差と標準偏差の値の分布から得られるR値は、高い相関値が得られた。また、観測点ペアの深い

方の観測点の水深を４つの範囲（2000m以下、2000–2500m、2500–3000m、3000m以上）で区分しR値を

推定した結果、それぞれ0.62、0.84、0.93、0.84となり比較的浅水に比べて深水で相関が高くなる傾向が見

られた。これらの特徴は、カスカディアやヒクランギで得られた水深依存性と同様の傾向を示す。また、他の

海域と同様に、距離依存性は水深差と比べて小さく、標準偏差と観測点ペアの距離と標準偏差で得られるR値

は~0.3となった。 

　２）について、解析方法を述べる。先ず、事前処理後の時系列を使用して、設置水深が近い観測点間の差分

圧力時系列を得る（例えば、M.MRE20(水深3603m)についてはM.MRG28(水深2499m)に対する相対圧力

値）。次に、各観測点ペアにおいてΔAICを計算する。ΔAICの値は、差分時系列を単純な一次関数と、線形ト

レンドとステップ関数を組み合わせた関数による近似でそれぞれ得られるAIC(赤池情報量規準)の差分として計

算される。なおΔAICの算出時には、Yokota&Ishikawa(2020)で報告されているSSE期間(2017.2–2018.4)の

時系列は除外し、SSE前後それぞれ8ヶ月間の差分時系列を用いた。 Yokota&Ishikawa(2020)で推定された

S03-08

© The Seismological Society of Japan - S03-08 -



SSE断層モデルから期待される地殻変動が大きい観測点で得られた相対圧力変動は約-5hPaであり、ΔAICに基

づく評価でも有意な変動として検出された。得られた相対圧力変動量は、モデルから期待される地殻変動と調

和的である。一方、期待される変動が小さな観測点では、得られた相対地殻変動も小さく、明瞭な変動とはな

らない。つまり、2017年2月から2018年4月に潮岬―室戸岬沖で発生したSSE(Yokota&Ishikawa, 2020)に伴

う圧力変動を本手法でも検出できた可能性を示す。すなわち、OBP記録を用いたΔAIC に基づくSSE検出手法

の妥当性を示す結果と言える。今後は、既存SSEの期間外にもΔAICを適用し、小規模のSSEも含めたイベント

の検出に取り組み、このDONET2海域で発生するSSEとプレート沈み込みによる滑り収支を解明する。
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GNSS-Acoustic observations using a Wave Glider and the recent

seafloor crustal deformation off Tohoku

 
*Fumiaki TOMITA1,2, Takeshi Iinuma2, Motoyuki Kido1, Chie Honsho3, Yusaku Ohta3, Tatsuya

Fukuda2

 
1. IRIDeS, Tohoku University, 2. JAMSTEC, 3. Graduate School of Science, Tohoku University

 
GNSS音響測距結合方式の海底地殻変動観測（GNSS-A観測）により，地震サイクルに伴う海域における地殻変

動が捉えられるようになってきている [e.g., Honsho et al., 2019, JGR]．GNSS-A観測では，海上でのGNSS測

位及び海上-海底間の音響測距を行うための海上プラットフォーム（海上局）が必要であり，一般的に船舶を海

上局とした観測が行われてきた．しかし，船舶を使用したGNSS-A観測は，人的・金銭的なコストが高いこと

が問題である．こうした高いコストが，近年増設が進んでいる多数のGNSS-A観測点において観測を高頻度で

実施する上での障害となっている．海洋研究開発機構と東北大学では，波の力により無人航行可能なウェーブ

グライダーを海上局とした長期自律型のGNSS-A観測システムの開発に取り組んでいる。2019年7月に単独観

測点での短期間の試験観測を実施し，ウェーブグライダーを用いた観測によって船舶と同程度の精度で海底地

殻変動の検出が可能であることを示した [Iinuma et al., 2021, Frontiers in Earth Science]．その後，１ヶ月程

度の長期的なウェーブグライダーの運用による複数点での網羅的な観測を含め，2020年中に北三陸沖合の観

測点において計３回の観測（6–7月・10月・11–12月）の実施に成功した [富田・他，JpGU2021]．本発表で

は，上記の観測とその成果に加え，2021年4–5月に新たに実施した長期観測とその成果について紹介する． 

ウェーブグライダーには，GNSS-A観測用機器として，2つのGNSSアンテナ（海上局位置計測及び

GNSSジャイロによる姿勢2成分（Heading, pitch）計測用），音響船上装置，音響トランスデューサ（音響測

距データ取得用），MEMSジャイロ（姿勢3成分計測用）を搭載した他，観測データの取得状況の確認及び陸

上転送のためのThuraya衛星通信機器を搭載している．2021年4–5月の観測において，ウェーブグライ

ダーは，新青丸 KS-21-05航海にて4月6日に根室沖のG22観測点で投入され，48日間の観測を経て，傭船航海

にて5月25日に宮城県沖のG14観測点で回収された．この間，合計で17観測点にてGNSS-A観測を実施し

た．北三陸沖において，局所的な強い海流の影響を受け，ウェーブグライダーが観測点から流されることが数

回発生したものの，網羅的な観測の実施に成功した．また，これまでのウェーブグライダーを用いた観測で

は，同機の移動速度を考慮して中心での定点（具体的には，100 m程度の半径での8の字航走）観測のみを実

施していたが，音速勾配や上下変動成分の検出のため，海底局アレイの広がり程度の半径の円に沿った航走観

測も実施した． 

ウェーブグライダーによって取得した観測データを処理し，海底局アレイ変位の推定を行った．推定では，

Honsho et al. [2019]の手法に基づき，海面から一定深度までの音速勾配層を仮定した解析を実施し

た．2016年以前の東北沖におけるGNSS-A観測はどの観測点でも年1回程度は行われていたが，2016年以降は

上記の運用コスト等の問題によりほとんど観測を行うことができていなかった．しかし，ウェーブグライ

ダーの導入により2020年以降，宮城沖県〜青森県沖の観測点で網羅的に観測を行うことができた．その結

果，岩手県沖以北の観測点では，変動自体は小さいものの， 2015年に発生したSSEの影響もあるために，変

動の向きが2016年以降やや変わっている様子が見られた．また，宮城県沖の観測点は粘弾性緩和による顕著

な陸向きの変動が継続的に生じている様子が確認された一方，その変動速度はやや小さくなっている傾向が見

られた． 本発表では，上記のウェーブグライダーによる観測の概要に加え，その結果を基にした東北沖北部の

余効変動の水平成分についての議論を行う．
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Time stability of sound speed structure affecting the GNSS-A seafloor

geodetic observation and observation accuracy

 
*Yusuke YOKOTA1, Shun-ichi Watanabe2, Tadahi Ishikawa2, Yuto Nakamura2

 
1. Institute of Industrial Science, University of Tokyo, 2. Hydrographic and Oceanographic Department, Japan Coast

Guard

 
GNSS－音響測距結合方式（GNSS-A）による海底地殻変動観測では，海中の音速構造の傾斜状態が精度に大き

く影響する．GARPOS（Watanabe et al., 2020, FES）では海面を移動する海上局と海底局間距離を利用した

2つのパラメータで傾斜による影響を抽出しており，それによって海底局位置の決定精度の向上と海中構造の

概観を捉えることができる（Yokota et al., 2018, MGR; Yokota and Ishikawa, 2019, SNAS）．これまでの調

査でこの2つの傾斜構造パラメータのうち，海底局間距離による抽出パラメータを実軸（ReG），海上局の移

動による抽出パラメータを虚軸（ImG）にとった場合の複素数Gの角度argGはほとんどの観測機会におい

て，π/3～π/2（π*4/3～π*3/2）の範囲に収まることがわかっている．その中でも，π/2や0～π/3（π

*3/2やπ*4/3～π）の範囲を取る場合に局位置のばらつきが大きいことが確認されている（横田ほか, 2020,

地震学会）．本稿では，その原因について考察する． 

 

各観測エポックにおけるGの状態を調べたところ，局位置のばらつきが大きい場合には，観測時間内における

argGが変化し，Gの虚軸に対する切片が０周辺にないケースが多いことがわかった．またこの時，Gの傾き

（κ=ΔReG/ΔImG）をargGとして拘束した上で，改めてGARPOSによる解析を行うことで，局位置のばらつ

きが軽減されることもわかった． 

 

これらの結果はすなわち，ReGとImGの絶対値の推定には誤りがあったが，κは正しく推定できていたと解釈

できる．GARPOSではReGとImGはそれぞれ時間方向に滑らかな関数で推定している．その中で，ReGとImG

はそれぞれ何らかの要因によってバイアス誤差を持ってしまう可能性がある．一方で，それらの時間変化の比

に当たるκはバイアス誤差影響を受けても影響がないため，ReGとImGに比べると正しい推定となっていると

考えられる．Gの傾きをargGとして拘束した場合に局位置のばらつきが軽減されるということは，多くのエ

ポックでGの傾きの時間変化は観測時間（4～12時間程度）内で安定していたことを示唆する．argGがある範

囲を取る場合に局位置のばらつきが大きく見えるのは，このようなGの推定における誤りが局位置推定に反映

されやすい範囲だからであると考えられる． 

 

上記の議論と検証によって，傾斜パラメータの時間変化の特徴を考慮することでGNSS-A解析の精度が向上す

ることがわかった．ただし，ここで検証に用いた方法では2段階の解析（κを決めるための1st cycleとargGを

拘束した2nd cycle）を要する．また，観測点ごとに時間変化の安定性が異なることも想定される．今後

は，上記の海洋場の特徴量を直接推定する解析方法について考察する必要がある．
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Turbidity current associated with 2003 Tokachi-oki earthquake

recvisited

 
*Ryoichi IWASE1

 
1. JAMSTEC

 
2003年9月26日04:50 JSTに発生した十勝沖地震(MJ 8.0)の際、震央の東南東約25 kmの海底に位置する釧

路・十勝沖「海底地震総合観測システム」先端観測ステーション（水深：2540 m、以下｢先端観測ス

テーション｣）では、電磁流向流速計により最大流速が約1.5 m/s に達する混濁流が捉えられた。通常より流速

が大きい状態は17時間以上継続し、この間サンプリング周波数 100 Hzのハイドロフォン信号上では特異な信

号が検出された。その特徴は混濁流の到達後8時間は10 Hz未満の比較的広帯域の信号だが、その後はピーク周

波数が 1 Hz程度の信号が約4時間継続している。後者のピーク周波数に関しては、衝突理論(Impact theory)を

基にした河床土砂移動の研究において報告されている関係式から音源を構成する物体の直径を推定すると数十

mの巨岩となってしまう（岩瀬, 2017）。 

一方、同じ先端観測ステーションに取り付けられている音響層別流速計(acoustic Doppler current profiler,

ADCP)について、1999年の設置以来2016年まで取得されたデータの復旧を進めている（岩瀬,

2021）。データ取得時の伝送エラーに起因するビットエラー等によりメーカー（Teledyne RDI

Instruments）提供ソフトウェアWinADCPでは再生できないデータについても、メーカーのドキュメントを基

にして直接ascii変換することにより、一部の再生不能データについても再生可能となっている。十勝沖地震時

のデータについても同ソフトウェアでは混濁流の到達後の5時間までしか再生できない状態であったが、それ

以降のデータも再生可能となった。そこで今回、この混濁流について改めて考察を行った。 

ADCPは48層の鉛直流速プロファイルを取得している。各層の厚さは8 mで、最下層の海底からの高度は12

mである。サンプリング間隔は30分としている。Fig.1及びFig.2にそれぞれ最下層（高度12 m）及び高度76

mの流速プロファイル（水平流速、流向、及び鉛直流速）を示す。Fig.1では7時に混濁流が到達し、7時半に水

平流速が1.5 m/s弱に達し、同時に下向きの流速が増加している。流向は当初南西向きの流れであり、18時以

降徐々に西向きの流れが卓越している。一方、Fig.2で大きな流速はないものの、混濁流到達時には東向きの流

れが卓越し、12時頃以降には北向きの流れが卓越しており、低層と上層での流れが異なる状況を示している。 

一方、海底地形を見ると先端観測ステーション付近は南下がりの斜面となっており、必ずしも混濁流の流向と

整合しているとは言えない。また最下層では観測期間を通じて西向きの流れが卓越している。 

ADCPは流速だけでなく、音響信号の後方散乱強度も計測している。この散乱強度は、懸濁物量と相関があ

る。観測期間全体の傾向として、散乱強度は、春から初夏にかけてピークを有する傾向が見られる。岩瀬

(2021)では静止画による海底画像観測における底生生物の増加傾向から、海面におけるスプリングブルームと

の関係を指摘したが、その後、十勝川および釧路川水系の流量変化と比較したところ，比較的良い相関が見ら

れることが分かった。このことから、雪解けや大雨による物質流入の可能性も考えられる。 

以上の状況を整理して報告する。 
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An investigation of mechanical characteristics of energy source in

seismic reflection survey using underwater speaker

 
*Kazuki Takanaka1, Rema Kurosawa1, Tetsurou Turu1

 
1. Tokyo university of Marine science and Technology

 
１． はじめに  

近年、沿岸域を震源とする地震の活断層調査や海洋開発に向けた地盤調査など、沿岸域での地下構造探査需要

が増加している。地下の構造形態を高精度に映像化する手法として、地殻構造探査や石油探査分野で広く使用

されて来た反射法地震探査は、人工的に地震波を発生させ、地層境界面から跳ね返ってくる反射波を受振し解

析することによって、地下構造を推測する探査手法である。この探査手法の問題点として、振源から発振され

るパルス波によって海洋性哺乳類や生態系への影響があると考えられていること、そして大規模な探査システ

ムであることから、船舶の交通の障害となるため探査海域が制限されてしまうことの二点が挙げられる。これ

らの問題点を解決すべく、東京海洋大学探査工学研究室では、従来振源と比較して音圧が小さいため海洋生物

への影響が小さく、また、小型で安価なため沿岸域での複数振源としての運用が可能といった利点をもつ水中

スピーカーを振源に利用した探査システムの開発に取り組んでいる。これまで、東京湾などでの海上試験にお

いて、二次元地震探査データの取得および三次元データ取得のための波動場分離精度の検証などを実施し

た。前者としては、海底下数十mまでの地下構造を映像化できることを実証した（Tsuru et al. 2019,

EPS）。後者においては、3個の水中スピーカーを用いた同時発振実験で問題なく波動場分離ができることが検

証された（小川, 2021）。 観測データの品質の更なる向上を目指し、振源波形の最適化に関する研究を実施し

ている。たとえば、陸上のバイブロサイス振源で使用されている周波数を変化させるスイープ波に対し、当研

究室では疑似ランダム波を用いている。それにより、観測波形との相互相関後の記録におけるサイドローブを

抑制することができる。 しかし、水中スピーカーが、疑似ランダム波を正確に発振しているかどうかは未だ検

証されていない。すなわち、振源波形として疑似ランダム波を用いる場合、水中スピーカーの機械特性に起因

する発振波形の歪がどの程度生じるのかは不明である。もし、実際の発振波形が歪んでいるとしたら、相互相

関後の波形におけるS/N比を低下させているはずである。そこで、本研究では、水中スピーカーの機械特性に

よる発振波形の歪の検証を目的として、発振波形の観測を試みた。さらに、観測した発振波形を利用すること

によりデータ品質の向上を図った。  

2． 発振波形観測実験の概要  

2021年7月20日、沼津沖内浦湾の水深80～100mの海域において、発振波形の観測実験を行った。測定仕様は

右図に示す通り、10チャンネルのストリーマーケーブルを鉛直方向に展開した状態で、複数回発振を

行った。それらの記録を重合することにより、海底面などからの反射波が抑制され、ノイズの少ない観測波形

が得られる（東京海洋大学, 2021；特願2020-217557）。調査に使用した船舶は、株式会社オキシーテック

の計測船「ひびき」（19トン）である。  

３．結果およびまとめ  

実験結果によれば、疑似ランダム波を使用する場合、水中スピーカーから発振される波形はオリジナル波形

（発振用に作成された振源波形）とはかなり異なっていた。また、観測した発振波形を用いて観測波形と相互

相関した結果は、オリジナル波形との相互相関と比べ、明らかな品質向上効果が見られた。
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Long-term test for practical mobile tilt observation at the seafloor off

Boso Peninsula 2

 
*Hajime SHIOBARA1, Toshinori Sato2, HyeJeong Kim1, Yuki Kawano1, Haruka Nagai1, Aki Ito3,

Masanao Shinohara1, Hiroko Sugioka4

 
1. ERI, Univ. Tokyo, 2. Chiba Univ., 3. JAMSTEC, 4. KOBEC, Kobe Univ.

 
1. はじめに 

　機動的な海底傾斜変動観測の実用化に向け、新型の広帯域海底地震計(BBOBS-NX)[1]を基にした

BBOBST-NXによる長期観測について2014年・2017年の地震学会で報告した[2][3]。今回は、2015年に設置

し5年ぶりに回収した房総半島南東沖に設置していたBBOBST-NXの観測結果を紹介する。  

 

2. 計測・処理方法 

　BBOBS-NXでは独立した広帯域センサー部が海底面に大半埋設されており、底層流の影響による傾斜変動は

ほぼ無い。自由落下して貫入するため海底堆積層との結合も良好である。広帯域センサーの水平動2成分のマ

スポジション信号(加速度出力)を速度信号3成分と併せ連続記録するBBOBST-NXは、広帯域地震・傾斜変動を

同時観測できる。実際に得られた記録には、広帯域センサーの経時変化とマスのセンタリングによるシフトが

見られる。シフトの前後で記録はほぼ連続しており、シフト分を補正した後に適当な関数(1次＋対数)を

gnuplotを使い当てはめ、経時変化を差し引き、傾斜変動の記録を得る。海底での潮汐による傾斜変動は約

0.1μradと小さいがbaytap08プログラム[4]を適用して潮汐成分を取り除く。  

 

3. 長期試験観測 

　本観測は房総半島南東沖で繰り返しSSEが発生している領域で2015年7月から2年間の長期試験観測を予定

した。これまでの同様な観測時には数10〜100ｍ離れた場所に流向流速計を設置して水温等も記録していた

が、この観測では自記式精密水温計(10分サンプリング)のみをBBOBST-NXの外装に取り付けた。2017年･

2019年に回収航海があったが悪天候などで作業出来ず、2020年10月のYK20-15S「よこすか・しんかい

6500」航海でやっと回収し、観測を継続するために新規のBBOBST-NXと海底電磁流向流速計(OBEMC、距離

25ｍ)、および別2地点での海底圧力計(OBP)の設置も行った。BBOBST-NXは設置から5年経過していたが内部

時計はバックアップ電池で稼働しており、データの時刻精度も確保出来た。水温データは4年以上取得されて

いた。  

 

4.　水温変化と傾斜変動 

　今回のマスポジションデータは、2年間でマスのセンタリングがほぼ無いほどに安定していた。基本的な処

理を済ませた傾斜変動には、2成分共に水温変化との明確な関連性が見えた(図)。以前、同じ個体のセンサーで

取得した結果[5]では、傾斜変動と水温変化の関係が明確に示せなかったが、今回はセンサー近傍での水温計測

のためか温度依存性(ほぼ-30μrad/°C)が確認できた。過去の傾斜変動と水温変化の関係を見て、全て共通して

負の温度係数で傾斜値が変化していることから、水塊移動によるものではなく、センサー自体の機械的温度依

存性であると判断できる。この水温変化の影響を傾斜変動から除去する方法を試し、周波数領域で温度係数を

推定してその分を差し引くことにした。同じセンサーによる過去2回の傾斜記録に対しても同様な処理を

行ったが、水温計測地点が離れていたためか、温度係数がやや異なった。この処理後でも2014年のSSE時の傾

斜変動は明確にあると見える。  

 

5.　まとめ 

　今回はSSEが起きていない2年間のBBOBST-NXによる傾斜観測から、水温変化の計測と温度係数の推定が重

要なことが明確となった。温度係数のオーダーから、水温変動が0.1°Cにも達しないような深海底では問題に

ならないかもしれないが、今後、傾斜変動観測するには、埋設される広帯域センサー部内での精密温度測定が
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必要になると考えている。  
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To what extent can stationary seismic observation network detect

small landslides using short-period seismic waves?

 
*Issei DOI1, Takuto MAEDA2, Aitaro KATO3, Tetsuya TAKEDA4, Hidehiko MURAO5

 
1. Disaster Prevention Research Institute, Kyoto University, 2. Graduate School of Science and Technology, Hirosaki
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and Disaster Resilience, 5. Murao Chiken

 
１． はじめに  

斜面崩壊の発生をいち早く知ることは、被災者の迅速な把握や交通の安全な運行の確保など斜面災害の防

災、減災にとって大変重要である。近年、斜面崩壊が励起する震動を定常地震観測網の地震計が記録する事例

が報告されている。Suwa et al. (2010) は奈良県王塔村における大規模な岩盤地すべりによる震動を周辺の複

数の地震計が捉えたことを報告した。さらに、定常高感度地震観測網の地震波形記録を用いてそれらの発生場

所が数 km の精度で推定できることが例証されてきた（e.g. Yamada et al., 2012; Doi and Maeda,

2020）。これらのことから、地震観測によって斜面崩壊がリアルタイムに検知されることが期待される

が、どの程度の大きさの斜面崩壊がどのくらい離れて検知可能か、どのようなタイプの斜面崩壊であれば検知

されやすいかなど、解明されていないことが多々残されている。これらの解決にはさらなる事例の蓄積が必要

である。そこで本研究では、これまで発生したさまざまなスケールの斜面崩壊に対して、周辺の定常地震観測

網の観測点の網羅的な調査をおこなった。斜面崩壊による地震動が検知されていないかを調べ、検知されてい

た場合には、震源決定によって崩壊源の推定が可能かを明らかにした。  

 

２． 方法 

　斜面の崩壊範囲の大きさが数十メートル四方以上であり、斜面崩壊の発生時刻が文献などによって1時間程

度の範囲でわかっている2011年から2021年までの全22事例に対して検討をおこなった。まず、近傍の

Hi-netと気象庁の地震観測点における地震波形記録やそのランニングスペクトルから、既往研究（例え

ば、Dammeier et al., 2011）において観察されている斜面崩壊に由来する地震波形の特徴と照合した。「崩壊

発生時刻と合致すること」「卓越周波数が 0.5-10 Hz の中に含まれること」「継続時間が10秒以上であるこ

と」のすべての条件を満たした波形について斜面崩壊を検知した可能性があるものとした（一つでも満たさな

いものは「検知されず」とした）。続いて、同一事例に対して斜面崩壊を記録した可能性がある観測点数

と、波群の伝播や振幅の特徴から、斜面崩壊を検知したかどうかについて、下記のような確度に応じて分類し

た。 

・ 確度Ⅰ： 観測点3点以上で検知され、ASL法（Kumagai et al., 2010）あるいはレコードセクションにおけ

る震源が斜面崩壊位置と矛盾しない。 

・ 確度Ⅱ： 観測点2点で検知される、または、観測点3点以上で検知されたものの震源決定ができない。 

・ 確度Ⅲ： 観測点1点で検知され、当該波群の特徴に類似する波群が前後の時間帯に存在しない。 

・ 不明： 確度ⅠからⅢ以外。  

 

３． 結果  

解析した22事例のうち、確度Ⅰが5事例、確度Ⅱが2事例、確度Ⅲが3事例、その他の12事例は検知されずと

なった。確度Ⅰの事例において崩壊体積は104 m3（斜面崩壊位置から地震観測点までの最小距離は約 7

km）から106 m3であった。また、地震計で検知されなかった12事例における崩壊体積は2×103 m3から4×104

m3（（斜面崩壊位置から地震観測点までの最小距離は約 4 km）であった。斜面崩壊位置から観測点までの距

離が極端に小さい場合を除き、体積104 m3程度の斜面崩壊から定常地震観測網によって検知されうる一方

で、崩壊体積が大きくとも検知されないか確度が落ちる場合が見られた。本研究によって斜面崩壊と地震動の

関係の有無が数多くの事例について明らかになった。今後は地震観測記録に基づく斜面崩壊の自動検知を目指

し、斜面崩壊の形態や特徴との対応、ノイズレベルの検討などを進めていく。  
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１．はじめに 

　地震・地殻変動等の時系列データの伝送や験測処理に広く用いられているWINシステム（卜部・束

田，1991；卜部・束田，1992；卜部，1994など）は，開発から25年以上が経過しUnix上のX-window環境

でなければ動作しないという制限があるにも関わらず，代替となるソフトウェア群がないために大学等の基幹

システムとして使い続けられており，伝送系や自動処理系における設定等は扱いに熟練したスタッフの口伝や

試行錯誤に大きく依存しているのが現状である．特に現在の対話験測処理ソフトウェアは機能向上を図ること

が難しく，験測処理の高度化や迅速な情報発表を図る上での障害となりつつある．一方，この四半世紀

で，ハードウェアの性能が大幅に向上したほか，マルチプラットフォームに対応した言語や対話処理に優れた

入力デバイスの開発・淘汰が進み，ハードウェア環境に依存しないソフトウェア群の構築が可能になってき

た．そこで，WIN形式データのリアルタイム伝送が機関の枠を超えた全国規模のデータ流通の基盤となってい

ることを踏まえ，定期的に更新が進められてきた防災科研や気象庁のデータ伝送システムや対話験測処理シス

テムを参考にしながら，マルチプラットフォームのソフトウェア群（次世代WIN）の開発を進めることとし

た． 

 

２．現行システムの課題と次世代システムへの要望 

　開発を進めるにあたり，まず，現WINシステムにおける課題と次世代システムへの要望の意見集約を

行った．WINシステムに関連の深い研究者や技術者にメール等によりアンケート調査を実施し，18機関（北海

道大学，東北大学，東京大学，名古屋大学，京都大学，高知大学，九州大学，鹿児島大学，琉球大学，防災科

学技術研究所，神奈川県温泉地学研究所，気象庁，気象大学校，地震予知総合研究振興会，企業4社）から回

答を得た．  

調査の結果，次のような課題と要望が寄せられた．昨今の観測網の高密度化に伴うデータ量（チャネル数）の

増大，観測項目の多様化，通信の高速化，再送機能の充実，高精細かつ多色表示可能な操作環境への対応が検

討事項として挙げられていた．また，WINシステムでは標準的にhypomh (Hirata and Matsu’ura, 1987)が震

源計算に使われているが，それ以外の震源計算プログラムや他の解析プログラム（メカニズム解析など）への

対応，WINシステムのチュートリアルの充実なども課題として挙げられていた． 

 

３．対話験測処理系システムの試作と今後の展望 

　前項の調査を参考にして，次世代の対話験測処理系システムの試作を開始し，対話検測ソフトウェアの基礎

部分を作成した．最大の特徴は，1つのソースコードからUnix (Linux, FreeBSD)，Windows，macOS の複数

プラットフォーム上で動作するネイティブバイナリをそれぞれの環境下でコンパイルできることである

（図）．現在は，波形表示と手動験測の最小限の機能しか備えていないが，今後の機能拡張が可能な設計と

なっている． 

　今後は，この試作したプログラムを基にして，震源決定プログラムなどの外部コマンド実行機能などの実装
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を進めていきたい．また，伝送系システムの仕様について検討を進めたい． 

 

謝辞：本研究では，国立研究開発法人防災科学技術研究所，北海道大学，弘前大学，東北大学，東京大学，名

古屋大学，京都大学，高知大学，九州大学，鹿児島大学及び気象庁の地震観測データを用いました．ここに記

して感謝します．なお，本研究は文部科学省による「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第

２次）」の支援を受けました．

 
 

S02-04

© The Seismological Society of Japan - S02-04 -



[S02-05]

[S02-06]

[S02-07]

©Seismological Society of Japan 

Seismological Society of Japan The 2021 SSJ Fall Meeting 

Room D | Regular session | S02. Seismometry and monitoring system

PM-1
chairperson:Satoshi Katakami(Center for Railway Earthquake Engineering Research)
Fri. Oct 15, 2021 1:30 PM - 2:15 PM  ROOM D (ROOM D)
 

 
Seafloor seismic observation using long-distance DAS technology 
〇Hiroyuki MATSUMOTO1, Eiichiro Araki1, Takashi Yokobiki1, Kinzo Kishida2, Daiji Azuma2

（1.JAMSTEC, 2.Neubrex Co., Ltd.） 

 1:30 PM -  1:45 PM   

Long-period noise reduction on fiber optic distributed acoustic sensing
(DAS) 
〇Eiichiro ARAKI1, Takashi Yokobiki1 （1.JAMSTEC IMG） 

 1:45 PM -  2:00 PM   

Long term DAS acquisition using Toyohashi-Oki seafloor cable 
〇Toshinori KIMURA1, Eiichiro Araki1, Takashi Yokobiki1, Koshun Yamaoka2, Shuhei Tsuji2, Toshiki

Watanabe2 （1.JAMSTEC IMGFEAT, 2.Nagoya University） 

 2:00 PM -  2:15 PM   



Seafloor seismic observation using long-distance DAS technology

 
*Hiroyuki MATSUMOTO1, Eiichiro Araki1, Takashi Yokobiki1, Kinzo Kishida2, Daiji Azuma2

 
1. JAMSTEC, 2. Neubrex Co., Ltd.

 
光ファイバセンシング技術の一つである光ファイバ分散型音響センシング（DAS：Distributed Acoustic

Sensing）は、入射光に対して光ファイバ内の発生する散乱光から散乱体の位置変化を計測するものであ

る。光ファイバの一部がひずむと、散乱光の位相が変化する。DASは、光ファイバの散乱体の相対位置変化の

分布を光ファイバ全長にわたって観測する。DASの特徴は長距離にわたり空間分解能が高い連続データが観測

できることである。本研究では、DASを海底ケーブルに適用して光ファイバ長100 kmまでの観測を行

い、DASによる地震発生帯での地震動の検出能力について考察した。 本研究で利用した光ファイバは、図1に

示す「高知県室戸岬沖海底地震総合観測システム」の海底ケーブルである。この観測システムは、2019年3月

に運用を停止して以降、主にDAS観測のテストサイトとして利用している。ケーブル長は、陸上局から先端観

測ステーション（DSO）まで約128kmあり、6心の光ファイバをもつシステムである。海底ケーブルの途中に

2台の海底地震計（OBS）と2台の津波計（PG）が設置されている。 まずDAS観測の地震観測への適用性を調

べるために、DSOラインを用いて60 km計測レンジにより概ね15 km～30 kmのセクションについて38時間の

連続観測を行った。連続観測を行った期間に、紀伊水道でM 2.5の地震が発生した（図1）。地震の発生時刻は

2020年3月24日00時31分54.1秒である。震央からDAS観測のケーブルセクションまで概ね120 kmで

あった。DASによる地震観測例として、10.5 mの空間分解能で計測（decode）したデータセットを50 m毎に

スタッキングして、10～20 Hzのバンドパスフィルタを適用したものを図2に示す。海底面とのカップリング

が強いセクションは高感度の観測ができている。P波はS波に比べるとS/N比は下がるが、カップリングが強い

セクションではP波も識別できる。DASは光ファイバの軸方向ひずみへの感度が高いため、S波の到達はより明

瞭に観測されている。 次に、光ファイバの結合部（CPL）が120.7 kmに存在するPG1ラインを用いて120

km計測レンジにより概ね0 km～60 kmおよび40 km～100 kmの2セクションの観測を行い、光ファイバ長

100 kmまでのノイズレベルを比較した。上記と同様のデータ処理を施し、0.1～10 Hzのバンドパスフィルタ

を適用した。図3にそれぞれの光ファイバセクションの3分間のDAS観測の記録を示す。図3(a)に沿岸に近いセ

クションの観測を示すが、海岸線から2 km付近までは海底ケーブルが波浪の影響を受けるためノイズレベルが

高い。海底面とのカップリングがよいセクションでは脈動が明瞭に観測されている。図3(b)に沖合のセク

ションの観測を示すが、70 kmより遠方のセクションはノイズレベルが高くなる。図4に10 km毎に計算したパ

ワースペクトル密度を示す。30 kmを除き、70 kmまでは脈動の帯域にピークがある。図3(a)からもわかるよ

うに、30 kmは海底面とのカップリングが弱いセクションであることを示唆する。また2回の観測で

オーバーラップする40 kmならびに50 kmは同等のノイズレベルとなっている。計測距離が長くなるにつれて

入射光の減衰が大きくなるため、広帯域でノイズレベルが高くなる傾向にあり、80 kmと90 kmのPSDには脈

動のピークは認識できない。したがって現在のところ、光ファイバ長70 kmまでのセクションで海底地震観測

に適用可能と考えられる。

 
 

S02-05

© The Seismological Society of Japan - S02-05 -



S02-05

© The Seismological Society of Japan - S02-05 -



Long-period noise reduction on fiber optic distributed acoustic

sensing (DAS)

 
*Eiichiro ARAKI1, Takashi Yokobiki1

 
1. JAMSTEC IMG

 
我々は、南海トラフ室戸沖に展開された120km の海底光ファイバーケーブルを用い、分布型音響センシング

（DAS）計測を展開している。DASは、光ファイバーの光ファイバー歪変化を多点・高密度に計測できるのが

特長であり、室戸沖海底ケーブルでは、ローカルな地震だけでなく、長周期地震動に富んだ遠地地震の観測も

行えている（Ide, Araki, Matsumoto, 2021）が、0.1秒より長い長周期においては、機器ノイズが多いた

め、近傍のDONET海底広帯域地震計と比べて長周期地震動の観測限界は高くない。同じ南海トラフに展開し

ている200m長の1本の光ファイバー歪計による観測結果(Araki et al., 2021)を考えると、このDAS機器ノイズ

を減少させることができれば、海底光ファイバーケーブルでも、海底広帯域地震計と同様の高感度・広帯域観

測が行えることが期待できるため、DASの長周期観測ノイズの原因を考察するとともにその観測ノイズを補正

して長周期における観測限界を高めることを意図した実験を行ったので報告する。 

 

　DASでの10秒より長周期での観測ノイズは、光ファイバーが実際に温度変化等により見掛けの伸縮を起こし

ていることの他に、DAS装置に用いられているレーザー光源の波長の揺らぎが見掛けのファイバー伸縮として

見える効果が主要なノイズ源であると考えられる。この後者の効果を測定することができれば、観測記録を補

正することによって長周期観測限界を高めることができるのではないかと考えた。 レーザー波長の揺らぎ

は、光ファイバーの1回の計測（通常1ms程度）の間は小さいと考えられるため、揺らぎの影響は、光ファイ

バー観測記録全体に共通の成分として現れると考えられる。そこで、観測ファイバーに「歪変化のない」区間

を挿入し、その区間の計測結果をレーザー波長揺らぎの効果として、他の計測区間の記録を補正した。 

 

「歪変化のない」観測ファイバーの区間は、石英管に巻き付けた光ファイバー約140mを断熱容器に収納する

ことによって実現した。 また、「歪変化のない」光ファイバー区間にそれで生じているちいさな「歪変化」を

も、並行して高安定レーザー光を用いた光干渉法によって計測することにより、さらなる補正を行うことも試

みた。この計測に用いる高安定度レーザー光源は、高真空環境で断熱されたキャビティに周波数ロックした周

波数ドリフト率が10^-10/日程度のものを用いたので、「歪変化のない」光ファイバー区間の実際の歪変化を

0.1nstrain より高い精度で把握することが十分に可能である。  

 

これらの実験装置：DAS観測装置(AP Sensing N5226A 50km range） 、「歪変化のない」光ファイバー(自

作)、高安定度レーザー光源(Stable Laser Systems社SLS-INT-1550-1) 、光干渉計測装置（自作）を海洋研究

開発機構の室戸沖海底ケーブルの陸揚げ局舎内に設置を行い、試験観測を2021/3/4-3/31の期間連続的に実

施した。  

 

得られたDAS観測記録では、0.01-0.1Hz の長周期地震動の帯域において「歪変化のない」光ファイバー区間と

30km までの計測範囲での記録は非常によく相関しており、「歪変化のない」区間の記録を用いることで、こ

れらの計測範囲において観測ノイズを少なくとも1/10程度に減らすことが可能と考えられる結果が得られ

た。それより先の区間ではやや相関が低くなっているが、これはDAS装置で観測しているレイリー散乱光の強

度が小さいため、光ファイバーの歪変化を完全にトラッキングできていないことによるものと考えられる。い

ずれにしても、観測装置の計測区間のかなりの範囲で、記録の長周期ノイズを減少させることができることが

示された。 高安定度のレーザーを用いた光干渉計測の結果によれば、「歪変化のない」光ファイバー区間

も、設置場所の温度変化の影響を受け、日変化に卓越した歪変化が観測された。したがって、DASの観測

データをより長周期（～日）で活用しようとする場合には、今回実験をしたような方法でDAS観測の長周期計

測の精度を高めることが必要になると示唆された。
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Long term DAS acquisition using Toyohashi-Oki seafloor cable

 
*Toshinori KIMURA1, Eiichiro Araki1, Takashi Yokobiki1, Koshun Yamaoka2, Shuhei Tsuji2, Toshiki

Watanabe2

 
1. JAMSTEC IMGFEAT, 2. Nagoya University

 
1. はじめに  

光ファイバ分散型音響センシング (DAS: Distributed Acoustic Sensing) は光ファイバ内に光パルスを連続的に

送信し，ファイバ内にランダムに分布する散乱点からの後方散乱光を観測・処理することにより光ファイバ上

の数m間隔での分散歪を連続的に観測する。DASは主に資源探査分野での稠密構造探査・モニタリングなどを

対象として技術開発が進められてきたが、近年は自然地震観測等，地球科学分野への適用も進み，従来型の地

震計では実現不可能であった超稠密地震観測の可能性を示す研究成果が多数報告されている。DASによる観測

は光ファイバに光源および処理装置を接続するのみで実現できるため，既存の光ファイバを利用することで観

測コストを従来の手法と比較して大幅に低減することができる。特に，海底等の受振装置を設置することが困

難な海域観測ではこのメリットは大きい。また，固定された光ファイバの利用により繰り返し探査・モニタリ

ングが容易に実現できる。一方で，DASをこれらの地震観測・モニタリングの観測に適用するためには，精度

等の観測性能を明らかにする必要があるが，現状観測例・議論は十分でない。  

 

2. データ観測  

本研究では，愛知県豊橋沖の海底ケーブルを用いDASの長期観測を行い，観測された地震記録，常時微動記録

などを利用してDASの観測データ・観測性能の議論を行う。2021年5月1日～7月11日にJAMSTEC所有の豊橋

沖ケーブルにAPsensing社製のDAS収録装置 (N5226A R50) を接続し，２か月以上の連続データの観測に成功

した。陸側から23kmまでのケーブル区間を観測区間に設定し，ゲージ長40m, 空間サンプリング間隔5m, 時間

サンプリング間隔 2ms での観測を行った。観測開始時に複数のゲージ長 (5-40m) の試験観測を短時間実施

し，最適な観測パラメータを決定した。観測装置一式は陸上のケーブル局舎に設置し，収録データは大容量

NASに保存された。また，データQC，処理を円滑に行うため，観測と並行して時間・空間サンプルをそれぞ

れ 10ms, 50m にダウンサンプルするデシメーション処理をリアルタイムで実施した。  

 

3. データ確認・処理  

観測された時系列データには，常時微動，近地・遠地地震記録などの信号が確認された。観測データの時系列

を目視で確認すると，常時微動成分は陸側の振幅が沖側と比較して相対的に強いことが分かった。定量的な議

論のために常時微動成分のパワースペクトル密度 (PSD) を計算したところ，複数の明瞭なピークが確認され

た。0.08-0.1 Hz付近，および0.4-0.5 Hz 付近に明瞭なピークが確認された。複数のケーブル距離で観測され

たデータのPSDを確認したところ，低周波数側0.08-0.1 Hzのピークは陸側から沖側にかけて振幅が減少するこ

とが分かった。一方，0.4-0.5 Hz のピークはケーブル距離が変化してもそれほど振幅が変化しないことが確認

された。これらのシグナルの由来を議論するために，F-Kスペクトルを算出しそれぞれの波群の見かけ速度を

確認した。F-Kスペクトルの計算の結果，低周波数側のシグナルは，傾き10-20 m/s程度の傾きで伝わる波

群，高周波数側のシグナルは300-500 m/s程度で伝わる波群であることが分かった。これらはそれぞれ海洋波

浪の伝播速度，表面波の伝播速度に対応していることから，前者は海洋波浪の伝播自体により励起される圧力

変動由来のシグナル，後者は脈動セカンダリ成分由来の表面波・境界波であると考えられる。地震記録として

も，震央距離数km～3500 km, マグニチュード2～7程度までの複数の近地・遠地地震が観測された。例えば

2021年5月3日7時57分に岐阜県で発生したM2.4の近地地震，5月22日3時4分に中華人民共和国青海省で発生

したM7.3の遠地地震についても，明瞭にとらえられていることを確認した。  

 

4. さいごに  

本研究では豊橋沖海底ケーブルを利用した長期間のDAS観測および観測データの初期解析を行った。初期解析
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の結果，海底ケーブルによるDAS観測では波浪伝播，脈動由来の信号が明瞭に観測されること，広範囲での近

地・遠地地震が観測されることを確認した。今後，陸上の観測点に設置された地震計の比較などにより，観測

性能の定量的な評価を行う予定である。また，将来的なDAS観測と定常震源を組み合わせた地震波速度構造モ

ニタリング実現に向けた取り組みとして，付近に設置されたACROSSによる信号抽出の取り組みを今後行う予

定である。
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Application of weighted likelihood method to the Brownian Passage

Time model for recurrent earthquakes with uncertain origin times and

an analytical soluton of the maximum likelihood estimate
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はじめに 

　繰り返し地震として複数の時系列が候補とされ，一つの時系列に特定できない場合がある．このような場

合，各時系列の信頼性に応じた重み付き尤度関数を用いて，平均的なモデルパラメータを推定することができ

る（Imoto and Fujiwara, 2012,EPS）．離水地形や津波堆積物など地形地質学的手法により特定される地震に

は，標本の年代測定に起因する発生時期の不確定性がある．このような場合も，発生年が連続的に変化する複

数の時系列として重み付き尤度法を適用できる．発生年不確定な地震時系列の更新過程モデルについてはすで

に尤度関数が提案されているが（Ogata,1999,JGR），この式による最尤推定値は偏ることが報告されている

（井元他,2021,JPGU）．ここでは，発生年不確定の繰り返し地震更新過程モデルに適用した重み付き尤度法

を紹介し，地震間隔分布がBrownian Passage Time (BPT)分布の場合の最尤推定値解析解を導く．得られた関

係式を用いて，相模トラフ沿いのM8クラス地震について離水地形データからBPT分布モデルの最尤推定値を求

める． 

 

重み付き尤度法 

　Imoto and Fujiwaraは，M8クラス関東地震の複数の歴史地震時系列への重み付き尤度法の適用で，各時系列

の対数尤度関数を重み付き加算し対数尤度関数としている．発生年不確定な時系列では地震発生年が連続的に

変化するため，地震発生年を積分変数とした対数尤度関数の多重積分により重み付き尤度関数を表現できる．

重み付き尤度法では，データに対する信頼度に応じて重みをつける．年代測定の結果として発生年の確率密度

関数が報告されている場合には，それを重みとして用いることができる．確率密度がわからない場合には，発

生年は一様分布であると考える．この場合には，重み付き尤度関数は(1)式(表1)で表される．積分範囲は各地

震の不確定期間((ai,bi,),i=1,2,...n)となる．不確定期間が相互に一部重なる場合には，発生年の逆転を避ける(t1

< t2<...<tn )条件付き積分となる．地震間隔の確率密度関数は(2)式BPT分布で与える．モデルパラメータμおよ

び αをそれぞれ平均間隔およびばらつきと呼ぶ． 尤度関数をモデルパラメータにより微分し連立方程式を解

く．多重積分と微分の順序を入れ替え，多重積分を(3)式(4)式で表すと(5)式(6)式を得る． 

 

相模トラフ沿いM8クラス地震 

　地震調査研究推進本部地震調査委員会報告書(調査委員会報告書，2014)では，2400calyBP～5400calyBPの

間に推定される9回の地震を用いて今後発生する地震について評価している．これら9回の不確定期間は相互に

重ならないので，(3)式の多重積分は被積分関数に含まれる変数に関する2重積分となる．地震間隔およびその

逆数の2重積分は(7)式(8)式で与えられる． (7)式から不確定期間中央値の差が平均間隔となることがわか

る．(5)式と(6)式から最尤推定値として平均間隔363年ばらつき0.49 を得る． 

　調査委員会報告書ではOgata(1999)と同等なParsons(2008,JGR)に従ったモンテカルロ法により地震系列を

生起し，平均間隔とばらつきの中央値や平均値を求めている．このモンテカルロ法における最尤推定値は記載

されてないが，我々の計算では平均間隔360年程度ばらつき0.28程度となっている．重み付き尤度法の結果に

比べばらつきが0.2ほど小さい．この比較からもOgata(1999)やParsons(2008)ではばらつきが小さく決まるこ

とがわかる．ある時点から30年間に地震が発生する確率（30年確率）の比較を図１に示す．一般に経過年数

が短い時点では，ばらつきが小さいと大きい場合に比べ確率は小さくなる．図１によると大正関東地震(1923

年)から100年程度経過で，ばらつきが小さいParsonsでは確率値はほぼ0%であるが，重み付き尤度法では

1～2%になる．98年経過時点(2021年9月1日)における30年確率は，重み付き尤度法では1.6%，Parsonsで
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0.01%以下，3歴史地震(応仁，元禄，大正)で 2.4% となる．このようにParsonsではばらつきが小さく決まる

結果，現時点の30年確率は過小評価となる．上記モンテカルロ法の時系列はParsonsの偏りを引き継いでいる

ため，モデルパラメータ中央値や平均値，確率値のベイズ推定等も偏っていると推測する．
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はじめに 

我が国では地震の長期的な確率予測として地震調査委員会による長期評価が行われており、地殻内で発生する

地震（以下、内陸地震）に関しては地形・地質学的手法による活断層に基づく評価が行われていて測地データ

は用いられていない。一方、諸外国の地震長期予測モデル（例えば、Field et al., 2017）には、GNSS等の測

地データが広く用いられている。日本列島で稠密なGNSS観測網が整備されているので、測地データを用いて

内陸地震の長期予測を試算し、既存のモデルと比較することは、より信頼性の高い地震の確率予測モデルを構

築するために有益であると考えられる。本研究では、西南日本のGNSSデータを用いて内陸地震の長期発生確

率を試算し、実際の地震活動との比較を行った。 

地震長期発生確率の計算方法 

本研究では、最も単純な地震発生予測モデルとして、内陸地震の発生はポアソン過程に従うと仮定し、地震の

発生率はその地域の地震モーメント速度と規模別発生頻度から計算した。地震の規模別頻度分布は、切断

グーテンベルグ・リヒター則に従うものとし、最大地震の気象庁マグニチュードを8.0、b値は0.9と解析地域

で一定の値を仮定した。 地震モーメント速度は、以下のようにGNSSデータから計算した。まず、大地震の発

生が少なかった2005年４月から2009年12月までの水平速度を推定し、南海トラフ沿いのプレート間固着によ

る弾性変形をNishimura et al.(2018)のモデルを用いて除去した。プレート間固着による弾性変形を除去した理

由は、この弾性変形はプレート間地震の発生によって解消されるものであり、内陸地震の発生の原動力そのも

のではないと考えたからである。次に、補正を行った水平変位速度からOkazaki et al.(2021)の手法を用いて

0.2度グリッドの中心位置でのひずみ速度を計算した。ひずみ速度から地震モーメント速度への換算式は先行

研究で提案された３つのモデルで試算し、換算式中の地震発生層の厚さ、剛性率については解析領域で一様の

モデルと総地震数の90%の地震が発生する深さ（Omuralieva et al., 2012）とJ-SHIS深部地盤構造モデルを用

いて可変とするモデルで計算を行った。 測地学的ひずみ速度は、過去の地震活動から推定されるひずみ速度に

比べて数倍から１桁程度大きいことが指摘されており（例えば、Shen-Tu et al., 1993）、測地学的ひずみ速

度は海溝型地震によって解放されるひずみ速度を含むことや内陸域での非弾性ひずみを含むことが原因である

と考えられてきた。本研究では前者のひずみ速度は前処理で除去したが、内陸の非弾性変形がどの程度生じて

いるかは内陸地震として解放されるモーメント速度に大きく影響する。そのため、ここでGNSSひずみ速度

データから換算した地震モーメント速度と過去の地震によって解放されたモーメント速度の割合を計算し

た。M6以上の内陸地震の地震モーメント速度は、大地震の記録が概ね残っていると思われる天正地震以降の

期間（西暦1586-2019年）で、測地データから換算したモーメント速度の13–20%程度であり、この割合を測

地ひずみ速度から地震モーメント速度への変換に用いた。 

地震長期確率モデルの試算結果と比較 

M6以上の内陸地震について30年間の発生確率を試算した結果を図に示す。過去の地震分布ともっとも整合的

であったモーメント速度の換算式は、水平方向の２つの主ひずみ速度の絶対値及び面積ひずみ速度の絶対値の

最大値を用いるSavage and Simpson(1997)の換算式であり、地震発生層の厚さと剛性率が可変のモデル（図

a）と一様のモデル（図b）は、過去地震との整合度において大きな差はなかった。地震発生層の厚さ一様のモ

デルで0.2度グリッドの発生確率の最大値は九州中部の3.5%で、最小値は薩摩半島沖の0.1%であった。試作し

たモデルと実際の内陸地震の分布を比べると、地震の空間分布は一様であるという参照モデルに対して、地震

１個あたりの確率利得では1.1-1.3程度であるが、ひずみ速度が上位25%のグリッドに地震数で43%以上、地

震モーメントで62%以上の地震が発生しており、ひずみ速度の高い場所で地震が多発する傾向は明らかであ

る。よって、測地データを用いた長期予測は、新たな地震発生予測手法として有効であると考えられる。 

謝辞：本研究では、国土地理院、海上保安庁、国際GNSS事業(IGS)のGNSSデータ、気象庁一元化カタロ
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グ、世界の被害地震の表（https://iisee.kenken.go.jp/utsu/）を利用しました。地殻内地震発生確率評価手法

検討ワーキンググループ、特に加藤愛太郎、尾形良彦両博士との議論は有益でした。ここに記して感謝いたし
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１．要約： 本研究では、階層型時空間ETAS（HIST-ETAS）モデルを用いて、日本全国や内陸部などの広領域

で、地域依存の地震活動を短期予測するとともに、背景地震率を分離する。予測や背景地震率の分解能を高め

るためには、気象庁震源カタログの下限マグニチュード値を適切に下げることが考えられる。しかし、これに

よって長期的には人為的なデータの時空間的不均一性を考慮する必要がある。同時に、大地震の直後には数多

くの連発余震が発生し、余震の波形が重なり、小さめの余震の欠落が起こる。それゆえ大地震発生後に低下す

る余震検出率を推定することによってHIST-ETASモデルの偏りのないパラメータを再推定できる。結果、地震

活動度の大地震後の地震活動がどのように補正されるかを可視化し、時空間の地震発生率を準リアルタイムで

予測し、アニメーションで示すことができる。 

 

２．階層ベイズ型時空間ETASモデルと地震予測の補正： 震源データベースから階層ベイズ型的時空間

Epidemic-Type Aftershock Sequence (HIST-ETAS) モデルを推定する．ここで，準リアルタイム（例えば１時

間以内）で検出地震群からAICで，余震や群発地震の非等方性の短期空間予測を近似する．時間経過に依存し

ない常時活動度は地域的に数桁の違いで変化し，大地震の長期的予測に有用である．すなわち常時活動度の高

い地域は，大地震の予測結果や歴史地震の多発域と調和的である．余震生産性のパラメータは短期確率予測に

必須である．この他にもHIST-ETASモデルの主要パラメータは，地震活動パターンの地域的非一様性を表すた

めに地震の位置に依存する． これは任意の位置での主要パラメータの値が，デロネ三角形網の各頂点での値

（デロネ係数）によって線形的に補間（区分的線形関数）されるものである．地震の数に比例して係数の数が

膨大になるので，適切な推定には区分線形関数に滑らかさの制約を課して，「罰則付き対数尤度」を最大化す

る逆問題（インバージョン）として，ベイズ最適解（MAP解）を求める． 宇津カタログを準備データと

し、1926年以降の気象庁カタログをターゲットのデータとして使った対数尤度は、次節で求められる下限マ

グニチュードMc地震検出率関数を重みに使う。 

 

３．時空間地震検出率： 下限マグニチュードを十分下げてデータを増やし、予測の解像度を上げたい．その場

合，長期的なデータの非一様性を補うと同時に，大きな地震直後の余震検出率の低下によるバイアスを補正し

て，正しいHIST-ETASモデルの推定と予測が出来るようにしなければならない．そのために震源から作ったド

ローネ（Delaunay）４面体ネット上での時空間検出モデルを準備する．ここでマグニチュード分布係数b値の

時空間変化の指数関数と次の正規分布の累積分布関数を掛け合わせる。すなわち平均パラメータが50%検出の

マグニチュードに対応し，標準偏差は部分的に検出されるマグニチュードの範囲を示す．かくして下限マグニ

チュードMcの検出率を全ての時空間で補間できる。 1926年以降の気象庁カタログの震央と発生時刻に関する

結果を示す。そのため地震カタログデータを頂点としたドローネ４面体の時空間分割を効果的に構成する。と

くに、一元化後の膨大なデータを克服するドローネ４面体分割の作成や、大地震の直後に発生する急激な検出

率低下を定量化できるように工夫し、尤度関数が設計される。 各ドローネ４面体上で線形な多面体スプライン

関数でG-R則の 、検出率の および の時空間関数を表現し、平滑化の空間的制約と時間的制約の其々の重みを

最適化する赤池ベイズ情報量基準（ABIC）で決定する。こうして求めた日本内陸部と沖合周辺部のマグニ

チュード時空間検出率やｂ値変化の計算結果を動画で可視化できる。 
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図の説明： 階層ベイズ型時空間ETASモデルの地震活動がどのように補正されているかを可視化してい

る。HIST-ETASの時空間intensity rateの比の時空間等高面（左）と東経141度38分で切った緯度変換時間の平

面上のintensity ratesの比の画像と等高線（右）。いづれも対数スケール。
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